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様式７別紙  
 
論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨 
 
 
論文題目：近代日本養蚕業の発展過程－発展する新興地域とその基盤－  
 
 学位申請者 加藤伸行 
 
 論文審査担当者 
  主査 大阪大学教授 飯塚一幸 
  副査 大阪大学教授 村田路人 
  副査 大阪大学教授 川合康 
 
【論文内容の要旨】 
 本論文は、京都府を主な分析対象として、これまで本格的に検討されてこなかった西日本における養蚕業の発
展過程を明らかにすることで、近代日本の蚕糸業研究に新境地を開こうとしたものである。全体は、本論文の課
題と方法を提示した序章、第一章「近代日本養蚕業発展の概観」、第二章「明治中期蚕糸業組合の組織化と名望家
層」、第三章「明治中期西日本地域への養蚕技術の普及と養蚕伝習所」、第四章「明治中期蚕糸業規制導入をめぐ
る運動の展開」、第五章「蚕糸業規制の導入と西日本養蚕業」、第六章「日露戦後における勧業体制の展開と変容」、
第七章「日露戦後～大正期の養蚕業発展と村落・養蚕組合」、補論、終章から構成されており、分量は 400 字換算
で 330 枚及び表 27枚、図 1枚である。 
 第一章は、養蚕業の発展のあり方により、東日本を先進地域と一九〇〇年代以降成長する新興地域、西日本を
伝統的な繭生産があり明治中期から生産量が増える新興地域Ａと一九〇〇年代以降新たに産地形成する新興地域
Ｂという、四つの地域類型に分け、新興地域Ａに属し主な分析対象である京都府蚕糸業の推移を概観した。第二
章では、明治中期における京都府蚕糸業組合の活動を追い、蚕糸業に関わる府会議員クラスの名望家が厚く存在
して組合幹部となり、比較的既存の蚕糸業秩序が弱かったことが、組織化成功の要因であったことを明らかにし
た。他方で、新興地域Ｂでは蚕糸業に利害のある名望家が乏しかったために、組合組織化が進展しなかったとし
た。次いで第三章では、名望家によって担われた京都府の蚕糸業組合が養蚕伝習所を設置し、農商務省蚕業試験
場等の学術知と近世以来の実践知を折衷しつつ養蚕技術の普及を図っていく経緯を解明し、府会議員を兼ねた組
合幹部が府から引き出した補助金の重要性にも触れた。これに対し、名望家の関与が希薄であった新興地域Ｂで
は、養蚕伝習所の設置主体は組合ではなく府県・郡になるとした。 
 第四章では、名望家だけで蚕糸業秩序を形成できた東日本の先進地域とは異なり、蚕糸業の発展に国家による
蚕糸業への規制を必要とした関西の蚕糸業者（名望家）の運動で、一八九七年に蚕種検査法と重要輸出品同業組
合法が成立したことを証明した。さらに第五章では、蚕種検査法と同業組合法を活用しながら、生産量を拡大す
るだけでなく優等糸生産地域として品質向上を果たしていく西日本の養蚕業の展開を描いてみせ、当該期の勧業
行政が、技術・人的資源等で行政よりも名望家に担われた同業組合に主導権があることを立証した。西日本の製
糸家は蚕種改良を自主的に行うなど自生的成長を遂げるとする、石井寛治説の誤りを正したのである。 
 第六章では日露戦争後に検討対象を広げ、西日本では府県・郡が同業組合等に補助金を散布し積極的な蚕糸業
奨励政策を展開する間接的勧業体制が作られたが、明治末年になると次第に府県が同業組合の技術力を吸収して
いく傾向が見られ、一代交配技術（ハイブリッド）の登場と普及を契機に、名望家の技術では対応できなくなり、
行政主導の「試験場技術の時代」に転換するとした。次いで第七章では、京都府何鹿郡以久田村位田蚕業組合を
事例に、村落共同体やそれを基盤とする養蚕組合が農家への技術普及の機能を果たすことで、小農副業としての
養蚕経営が定着・発展していく実態を明らかにし、村落共同体は養蚕業の発展を阻害するとした石井寛治以来の
理解に修正を迫った。また補論は、1911 年に成立した蚕糸業法を立案した内務官僚下岡忠治が、同法制定に込め
た政策意図を論じたものである。 
 
【論文審査の結果の要旨】 
 明治・大正期の養蚕業については、生糸が戦前の重要輸出品であったために膨大な研究があるが、維新期から
養蚕業が展開し先進地帯であった東日本を事例とする研究に偏ってきた。本論文は、こうした研究状況を打破す
るために、養蚕業の発展が遅れたものの明治中期から生産量を急伸させていく西日本に着目し、京都府を主な対
象として分析を行った意欲作である。 
 本論文は、西日本養蚕業の発展と、（イ）政府の勧業法制や府県による勧業行政、（ロ）地方名望家に担われた
同業組合、（ハ）村落共同体を基盤とする養蚕組合との関係を丹念に跡付けることにより、幅広い領域にわたって
石井寛治等による蚕糸業研究の通説に見直しを迫るものになっている。具体的には、①西日本では地方名望家に
支えられた蚕糸同業組合が養蚕業成長の担い手となり、府県の勧業行政も組合や組合立の養蚕伝習所に依拠して
進められたが、大正期に入ると技術革新に対応できず、府県立の試験場が主導する時代へと移行する、②政府に
よる干渉を嫌う先進地域とは異なり、規制を求める関西の蚕糸業者の運動によって蚕種検査法や重要輸出品同業
組合法が成立した、③日露戦争後、西日本では大字単位で設立された養蚕組合が養蚕農家への技術普及の機能を
果たし、②の法制度とともに優等糸生産地域としての発展を支えた、④1911 年に成立した蚕糸業法は、蚕種統一
だけでなく、同時期に進められた地方改良運動と同じく、既存の地域秩序を前提とした養蚕農家（小農）保護政
策という側面も持っていたことなどを明らかにした。 
 また、本論文は、京都府熊野郡久美浜町の稲葉家文書・東稲葉家文書（京都府京丹後市蔵）、竹野郡永島家文書
（京都府立丹後郷土資料館蔵）、竹野郡行待家文書（京都府立総合資料館蔵）、綾部市位田区高城館蔵位田区有文
書、出雲市立平田図書館蔵旧役場文書、出雲市立中央図書館蔵旧役場文書などの、名望家の家文書、地域に残さ
れた役場文書や区有文書の史料整理の成果を縦横に活かしている点も高く評価すべきである。 
 ただし、西日本における養蚕業の発展を促した諸要因を強調するあまり、その過程で排除された人々や抱え込
んだ矛盾への注目が弱まり、ややもすると単調な「発展史」に陥りかねない危険性を有している。また、養蚕農
家の経営分析を欠いている点も改善の余地がある。とはいえ、本論文が分厚い研究蓄積のある近代日本の蚕糸業
研究に正面から挑み、その水準を大きく引き上げた意義は動かない。 
 よって、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。 
